
１ はじめに

東北地方太平洋沖地震による東京電力福島第一

原子力発電所（以下「福島第一原発」という）の

事故により放射性物質が大量に放出された．政府

の原子力災害対策本部は事故状況の全体像を把握

等するために，２０１１（平成２３）年４月２２日，環

境モニタリング強化計画を策定した．さらに，き

め細かなモニタリング等を行うため，同年８月２

日，モニタリング調整会議において，総合モニタ

リング計画が決定された．

海洋情報部は，従前から日本周辺海域において

放射能調査を実施しているが，今回の事故を受

け，これらモニタリング計画に協力し，海域にお

けるモニタリングを実施したので報告する．

２ 海洋情報部が実施している従前からの放射能

調査

海洋情報部は，国の原子力行政の一元化の方針

に基づき，文部科学省放射能調査研究費により，

次の放射能調査を実施し，その成果をホームペー

ジ等で公表している．

（１）日本近海における海水及び海底土の放射能調

査

核実験等が海洋の自然環境に及ぼす影響を把握

するために日本近海の海水及び海底土に含まれる

人工放射性核種の分布状況，経年変化等を把握．

（２）深海域における海水及び海底土の放射能調査

旧ソ連・ロシアによる放射性廃棄物の海洋投棄

に関連して，日本海及びオホーツク海の海水・海

底土中の人工放射性核種の分布状況とその動態を

把握．

３ 福島第一原発事故に係る放射能調査

（１）「環境モニタリング強化計画」を受けた海水

サンプリング

イ 海域モニタリングの強化
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Abstract

The accident occurred in Tokyo Electric Power Company Fukushima Dai−ichi Nuclear Power Station owing to

“The２０１１off the Pacific coast of Tohoku Earthquake”, and large amount of radioactive materials were emitted.

In order to carry out radiation monitoring certainly and systematically, comprehensive monitoring plan was deter-

mined in the governmental monitoring coordination committee meeting.

In the offing of Fukushima, Ibaraki Prefecture, and open sea ocean space, Hydrographic and Oceanographic De-

partment carried out sea area monitoring based on the comprehensive monitoring plan.
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２０１１（平成２３）年４月２５日，「環境モニタリ

ング強化計画（平成２３年４月２２日）」を受けた

海域モニタリングが強化され，福島県沿岸及び沖

合い，茨城県沖において採水ポイントが追加され

た．海洋情報部はこの計画に基づき茨城県沖５地

点の採水に協力した（Fig．１）．なお，分析は東京

電力が実施した．

ロ 茨城県沖における海水サンプリング

海水のサンプリングにあたっては，東日本大震

災で被害のあった東北地方の主要港湾の復興のた

めの測量作業に向かう測量船で行った．第１回目

は４月２５日に測量船「明洋」により，第２回目

は５月５日に測量船「海洋」により採水を行い，

採水した試料は小名浜港において東京電力に引き

渡した．

採水は表層，中層（海面と海底の中間点），底

層（海底上約１０m）で行い，海水はニスキン X

型採水器により１０リットルを採取し（Photo１），

５リットルの試料容器に入れた（Photo２）．

（２）「総合モニタリング計画」を受けた海域モニ

タリング

イ 総合モニタリング計画

福島第一原発事故に係る放射線モニタリングを

確実かつ計画的に実施することを目的として，関

係省庁，自治体及び事業者が行っている放射線モ

ニタリングの調整等を行うため，６月２２日，細

野内閣府特命担当大臣，近藤環境副大臣，園田内

閣府大臣政務官，林文部科学大臣政務官を議長と

するモニタリング調整会議が設置された．８月２

日のモニタリング調整会議において，子供の健康

写真１ ニスキン X採水器による採水．
Photo１ Sampling by using NISKIN−X SAMPLER.

図１ 福島県及び茨城県沖の採水ポイント．

Fig．１ Water sampling point off Fukushima and Iba-
raki Prefecture.

写真２ 採取した海水試料（５L QB）.
Photo２ Seawater sample.
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や国民の安全・安心等に応える「きめ細かなモニ

タリング」の実施と「抜け落ち」がないように放

射線モニタリング等を実施するための総合モニタ

リング計画が決定された．

総合モニタリング計画を受けた海域のモニタリ

ングについては，海水中の放射性物質の濃度の測

定を前面海域（半径３０km圏内），沿岸（宮城，

福島，茨城沿岸），沖合（海岸線から概ね３０～９０

km圏内），広域外洋（海岸線から概ね９０～２８０km

圏内）について，関係機関が分担して実施するこ

ととなり，海洋情報部は福島県沖及び茨城県沖に

おいてモニタリングを実施した．

ロ 福島県沖及び茨城県沖における海域モニタリ

ング

８月２７日，従前から日本近海で実施している

放射能調査の調査点のうち，総合モニタリング計

画において海域モニタリングの調査点と位置づけ

られた福島県沖及び茨城県沖の２地点で，測量船

「昭洋」により表層の海水約４０リットルを採取

し，１３４Cs（セシウム１３４），１３７Cs（セシウム１３７）

及び９０Sr（ストロンチウム９０）の分析を行った．
１３４Cs及び１３７Csは機器分析による γ線計測を，

９０Srは放射化学分析による β線計測を行い，その

結果を１０月２８日公表した（Table１，Fig．２）．

日本近海での従前の調査結果と今回の比較で

は，次のとおりであった．

�１３４Csは，２００９（平成２１）年度までの調査で

は全ての調査点において不検出であったが，

今回の福島県沖では検出された．

�１３７Csは，福島県沖では経年変化と比較して

今回は数十倍の値を示しているが，茨城県沖

では，従来の結果と同程度であった（Fig．３）．

�９０Srは，今回は福島県沖ではやや高い値を，

茨城県沖ではやや低い値を示すが，いずれも

過去の変動内の値である（Fig．４）（海上保安

図２ 調査位置と放射能濃度．

Fig．２ Observation point with obtained radioactivity
concentration.

表１ 福島県及び茨城県沖の観測結果（表面海水）．

Table１ Observation result of the offing of Fukushima
and Ibaraki Prefecture.

図３ １３７Csの経年変化と今回の観測値．
Fig．３ Secular variation in radioactivity concentration

of １３７Cs.
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庁海洋情報部，２０１０）．

また，ほぼ同時期に調査した文部科学省による

調査結果との比較では，１３４Cs，１３７Csとも，同程

度の値であった（文部科学省，２０１１）．

なお，これらの結果は，他の機関による調査結

果とあわせて東京電力福島第一原子力発電所の放

射線モニタリング情報として文部科学省のホーム

ページでも公表されている．

ハ 外洋海域における海域モニタリング

１０月２０日，総合モニタリング計画（平成２３

（２０１１）年８月２日モニタリング調整会議決定）

を受け，５月６日に策定された「海域モニタリン

グの広域化」が「今後の海域モニタリングの進め

方」として改定された．「今後の海域モニタリン

グの進め方」は２０１１（平成２３）年度内の計画を

示したものである．

これを受け，海洋情報部は２０１２年１月，茨城

県沖の外洋海域６箇所（表層，１００m層）を測量

船「昭洋」による西太平洋海域共同調査の途上に

おいて，また，東経１４４度線上の外洋海域６箇所

（表層）を西太平洋海域共同調査において実施

し，現在，分析中である（Fig．５）．

４ まとめ

海洋情報部は福島第一原発事故に係る海域モニ

タリングに関して，政府のモニタリング調整会議

で決定された総合モニタリング計画に基づき実施

している．２０１２（平成２４）年度においては，２０１２

年３月１４日現在，総合モニタリング計画が改定

作業中であるが，今後も可能な範囲で協力するこ

ととしている．

要 旨

東北地方太平洋沖地震よる東京電力福島第一原

子力発電所の事故により大量の放射性物質が放出

された．放射線モニタリングを確実かつ計画的に

実施するため，政府のモニタリング調整会議にお

いて，総合モニタリング計画が決定され，海洋情

報部は総合モニタリング計画に基づき福島県沖及

び茨城県沖並びに外洋海域において海域モニタリ

ングを実施した．
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図４ ９０Srの経年変化と今回の観測値．
Fig．４ Secular variation in radioactivity concentration

of ９０Sr.

図５ 海域モニタリング調査ポイント．

Fig．５ Observation point in the sea area monitoring.
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報部，東京．

文部科学省（２０１１），１０月５日公表の「宮城県・

福島県・茨城県沖における海域モニタリング

結果について」の修正について（試料採取日：

平成２３年８月２３日～平成２３年８月２７日），

平成２３年１１月１日文部科学省報道発表．
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